
 

■相談・支援と被災者台帳との関係 

（※）○…受けられる可能性が高い  △…要件を満たせば対象の可能性あり  ×…支援の対象外 

（注）実際の災害程度等により内容が変わる場合もあります 

支援制度 制度の概要 
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被災者生活再建支援金 
居住する住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被害を受けた
世帯に対して支援金を支給します。 
（例）全壊の複数世帯の場合…基礎支援金100万円を支給 

○ ○ △ × × ○ 

応急仮設住宅 
住家が全壊等の被害を受け、自らの資力では住居が確保出来な
い方に対して応急仮設住宅を提供します。 

○ △ △ × × ○ 

被災住宅の応急修理 
住宅が半壊し、自ら修理する資力のない世帯に対して、居室、
台所、トイレ等日常生活に必要な最小限度の部分を応急的に修

△ ○ ○ × ○ ○ 

特別区民税の減免など 
被害の状況により、区民税等を減免又は納付猶予（分割納付）
できる場合があります。 

△ △ △ △ △ △ 

⓪ 全体 ②発行 ①調査 ③支援 

生活再建相談・支援
 被災状況や相談・支援に関する情報を記録した「被災者台帳」を全庁的

に活用して、罹災証明書を受け取った被災者の皆さんへ、きめ細やかな支

援を行います。 
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せ い か つ さ い け ん そ う だ ん    し え ん 

氏名 罹災住所 罹災証明番号 被害程度 相談対応 仮設住宅 区民税の減免 生活再建支援金 

豊島 太郎 南池袋●丁目●番●号  0001111 全壊 2019.12.11 申請受付済 申請受付済 支払済 

池袋 花子 東池袋●丁目●番●号 0001112 大規模半壊 2019.12.15 入居済 対象外 未申請 

 

 

（イメージ） 

①罹災証明書の発行 

誰が、どの建物で、どの程度の被害を

うけたか、等の罹災証明の内容は被災

者の生活再建支援の基礎になります。 

■生活再建支援制度の一例 

 

被災者台帳 
参照「生活再建支援制度の一例」 

 

 被害の程度によって、受けられる支援制度が違います。 

※支援を受けられるのに、        

申請が漏れている項目を発見！              

→申請のご案内をするなどの対応が                   

可能になります。 

被災者の情報をリアルタイムで包括的に把握、活用することで、 

「漏れなく・重複なく・継続的に」支援を実施していきます。 

被災者台帳を作成 相談日時・内容を記録 

りさいしょうめいしょ 

りさいしょうめいしょ 

りさい 

②相談 

「総合相談窓口」で一人ひとりのお

話をお聞きし、必要な支援（サービ

ス）を提供する窓口に繋ぎます。 

③支援 

それぞれの「窓口」で必要な支援

（サービス）の受付、提供等を行いま

す。(例)仮設住宅、区民税の減免など 

支援内容や    

進捗状況を記録 


